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要素賦存比率 と商品相対価格

池 間 誠

1は じ め に

あ る一定 の条件 の下では,各 国の要素賦存 比率の相異が商品相対価格 の相

異を もた らし,そ れゆ え貿易を発生 させ る。 これは,い わゆ るヘ クシ ャー=

オ リーン命題 と して,既 に周知 の ものであ る。 ところで,2国2財2要 素 モ

デルの枠 内で,こ の命題を証明ない し説明す るにあた っては,一 方では要素

価格 比率 と両財の要素集約度 との関係を示 し,他 方では要素価 格比率 と商 品
(1)

相対価格 との関係を示 す とい う方法が用い られ る。 そ して,完 全雇用お よび

不完全特化 とい う仮定 に立 って,各 国の要素賦存比率は両財産業 の要素集約

度の間になければな らず,そ の範囲内で要素価格比率が決定 され,商 品相対

価格が決 まる。 さ らに両国 の需 要状態が大体 同 じで あれば,各 国は 自国に相

対的 に豊富に存在す る生産要素 を集約 的に用 い る財 を相対 的に安 く生産す る

ことが できるとされ る。

しか しなが ら,そ の よ うな 説 明では,本 来説 明されなければ な らない 問

題,す なわち要素賦存 比率 と商品相対価格 との関係が,間 接 的に しか扱われ

てお らず,ま た い くぶ ん曖昧に されてい るき らいがあ る。 この ことが何 に由

来す るか といえば,結 局,経 済の生産面 のみ でモデルを組 立て,需 要状態 を

「両 国で大体 同 じ」 とみな して,モ デル内に 明示 的に 導入 していない ことに

(1)こ こ で 念 頭 に お い て い る の は,次 の2つ の 論 文 で 用 い ら れ て い る 図 で あ る.

PaulA,Samuelson,"InternationalFactor-PriceEqualisationOnce

Again,"Economic/ournal,vo1.Llx,No・234(Junel949)・

HarryG.Johnson,"FactorEndowments,InternationalTrade,and

FactorPrices,"TheManchesterSchoolofEconomicsandSocialStu4ies,

VoLXXV,No.3(Sept.1957).

BotharticlesarereprintedinRE.caves&H.G.Johnson(eds.),

Rea4ings伽 」heternationalEconomics(G.Allen&Unwin,1968).
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あ る。換 言すれば,需 要状態,し たが って商 品相対価 格は体系 の外部 または

臆 測に よって与え られ るだけであ る。本稿 の課題は,経 済の需 要面を 明示 的

に体系 に導入 し,要 素賦存比率 と商品相対価格 との関係を直接 的に一義的 に
(2)

規 定 し,そ れ を 図示 す る こ とに あ る。

9仮 定 と 記 号

ヘ クシ ャー=オ リー ソ命 題 で 通常 採 用 され て い る諸 仮 定 を,わ れ われ も採

用 す る。 まず 世 界 は2国(a国 とb国)か ら構 成 され て お り,両 国共 に2つ
(3)

の生産要素(労 働 と資本)を 用 いて2つ の財(消 費財 と投資財)を 一 一貿易

開始後に も一 生産す るもの とす る。各財は規模 に関す る収穫不変の生産関

数 にも とついて生産を 行な う。商品市場 お よび要素市場は完全競争であ る。

両生産要素共に全部雇 用 され てお り,そ の供 給量 は一定で あ り,一 国内の両

財産業間では移動す るが,両 国間では不 移動 であ る。両 国間 の貿易は 自由で

あり,関 税や運送費等の貿易障害は存在 しない1各 財の生産関数は両国間で

全く同じである。あらゆる最適な要素価格比率め下で,消 費財は常に投資財
(4)

よ りも資本集約 的であ り,要 素 集約度 の逆 転は生 じない。 そ して最後に,両

国の需要状態 は全 く等 しい。

(2)な お,需 要 面 を 明示 的 に 導 入 して展 開 した もの の うち,次 の 論 文 を 掲 げ て お く.

H.Oniki&H.Uzawa,``PatternsofTradeandInvestmentinaDynamic

ModelofInternationalTrade,"RevieevofEconomicStuaies,Vol.XXXII(1),

No.89(Jan。1965).

M.C.Kemp,"InternationalTradeandInvestmentinaContextof

Growth,"Economic.Record,voLxLlv,No.106(June1968).

KInada,"InternationalTrade,CapitalAccumulation,andFactor

PriceEqualization,"ibid.,Vol.XLV,No.107(Sept.1968).

た だ し ζれ らの 論 文 は ヘ ク シ ャ ー=ナ リー ン ・モデ ル の動 態 化 を め ざす もの で

あ り,き わ め て 数学 的 に展 開 され て い る.わ れ わ れ は,同 じモ デ ルに 立 脚 しな が

ら,生 産 関数 を コ ブ=ダ グ ラス 型 に特 定 化 して,論 点 を 明 確 に して い きた い.

(3)2財 を 消費 財 と仮 定 し,全 て の所 得 が2財 の み に 支 出 され る とす れ ば,そ の 場

合 に も以 下 の分 析 は そ の ま ま適 用 で き る.し か しな が ら,本 稿 で の要 素 供 給 量 一

定 とい う仮 定 を は ず した場 合 に つ い て の 論 究 を 別 の 機会 に展 開 した い ので,そ れ

との 関 係 で 一 財 を 投 資 財 と仮 定 して お く.

(4)こ れ が 逆 に な って も,本 稿 で の静 態 的展 開 に は さ しつ か え な い,
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以下 の展 開 で 用 い られ る主 な記 号 は次 の とお りで あ る。 な お,下 付 添 字 づ

はa国 とb国 を,そ して下 付添 字 プ は 投 資 財(1)と 消 費 財(C)を 表 わ

す 。

五δ:総 労 働 供 給 量(一 定)

瓦:総 資 本供 給量(一 定)

規≡瓦/L`:総 資 本 ・労 働 比 率,す な わ ち要 素 賦 存 比 率

転 ≡Kノ,ILゴ・,:第ブ産 業 で の資 本 ・労働 比 率
　

鈴:消 費財 で 測 った一一人 当 りの 国民 生 産 物

ツノ`:一 人 当 りの第 ゴ財 国 内需 要 量

伽:一 人 当 りの第 ブ財 国 内供 給量

Zパ 第 ブ財 産 業 で 雇 用 され てい る労 働 量 が 総 労働 量 に 占 め る割 合

(0<l」i〈1)

P:消 費 財 で 測 ずた 投 資 財 の価 格

ω:賃 金 ・利 子 率 比 率,ま た は要 素 価 格 比 率

Si:平 均 貯 蓄 性 向(一 定 で0<εK1)で,s。=Sb=:Sと 仮 定 す る。

そ の 他 の記 号 に つ い ては,そ のつ ど説 明す る こ とにす る。 また 混 乱 の生 じ

な いか ぎ り国 を表 わ す 下付 添 字 づは 省略 す る。

皿 要素賦存比率 と比較優位

前節 で述べた仮定 の下で,商 品相対価格が どの よ うな水準に きまるかを,

まず封鎖経済 の場合について考察 しよ う。われわれは規模 に関す る収穫不変

くの

の生 産 関 数 に つ い て,コ ブ=ダ グ ラス型 とい う特 定 の もの を想 定 す る。 そ の

と きの第 ブ財 の 人 口1人 当 り生 産 量 は 次 の とお りで あ る。

(1)9ゴ=ら んノ」

こ こで α,は 第 ブ産 業 にお け る資 本 の生 産 弾 力 性(又 は資 本 の相 対 的 分 け 前)

(5)総 労働1人 当 り,と い うのが正確であるが,単 に1人 当 りと呼ぶ.以 下同 じ.

㈲ このような特定の生産関数を想定するのは,そ の方が各変数間の関数関係を明

確に し,そ れゆえ微分 とい う操作を不必要 ならしめ るか らである.
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で あ り,も ち ろん0<α ゴ<1で あ る。(1)の 生産 関数 の下 で,労 働 供 給量 一 定

とい う仮 定 を 考慮 す れ ば,次 の利 潤 極大 条 件 が成 立 す る。

②{齢鰐i鰍認7覗

こ こでWお よびRは それ ぞ れ 消費 財 で 測 った 賃 金率 お よび 利 子 率 で あ る。

上 の 式 か ら要 素価 格 比 率 ω≡…M7/Rは,

(3)ω 一1一 α・ん、
αゴ

で あ り,そ れ ゆ え

(4)ん ・「i㌔
、ω

と な る。(4)か ら,

⑤ ん画 一(αo一 α11-・ασ)(1」 α、)ω

で あ るか ら,消 費 財 が 投 資 財 よ り も費 本 集 約 的 で あ る(hc〉 ん、)と い う こ と

は,αc>α 、 を 意 味 す る。 他 方,(2)か ら消 費 財 で 測 っ た 投 資 財 の 価 格 は,

(6)P一 箸 誓 畏

で あ る。(4)を(6)に 代 入 して整 理 す れ ば,
ユ

(7)(・)==Apαc一 α∬

た だ し ユ
d≡[舞;1・i}≡:ll63ii≡;1]ac'"'

を得 る。仮定に よ りhc>h・,す なわ ち αo>α・で あ るか ら,消 費財に対す る

投資 財の価格が増大す るにつれ て 賃金 ・利子 率比 も 増大す ることを(7)は 示

してい る。

ところで投資財 および消費財産業で の資本 ・労働比率 と総資本 ・労働比率

との間 の関係 は,次 の完全雇用条件式 か ら求め られ る。

(8){;:隷 一k



要素賦存比率と商品相対価格 55

した が っ て,

⑨{::=赫
ko-k1

とな り,両 財が共 に生産 されねばな らない とい う不完全特 化の仮定に よって

ら>0で あるか ら,ka>h>hiと な る。

以上は生産面についての体系で あ り,「商品相対価格 が与 え られれば」,⑦

に よって要素価格 比率が 決定 され,(4)に よって 各財産業での 資本 ・労働比

率が決 まる。そ して完全雇用 と不完全特化 とい う条件 に よって,要 素賦存 比

率は各財産業での資本 ・労働比率 との間になければな らない。 これ らの関係

をa国 とb国 につ いて示 したのが第1図 であ る。第1図 は両国の需 要状態 が

大体等 しく,わ 自は α国に 比べて資本 が 相対的に豊富(kb〉 ん。)と い う仮 定

の上で描かれ てい る。そ うだ とすれば,各 国はそれぞれ 自国に相対的に豊富

に存在す る生産要 素を集約的 に使用す る財を,そ うでない財 に比べ て相対 的

に安 く生産す る ことがで きる。か くてa国 は労働集約的 な投資財1に,b国

は資本集約的な消費財Cに 比較優 位を もつ。

これ まで述べ てきた ことは,た だ単 に,従 来 の説明の再述 にす ぎない。重

第1図
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P
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要な ことは,上 述 の よ うな説明では,「 需要状態 が与 え られれば」,そ れに応

じて商品相対価格 が決 ま り,各 国の比較優 位が確定す るとい う点であ る。 し

たが って,商 品相対価格 又は比較優 位 と要素賦存比率 との関係 は,需 要状態

を通 じて,間 接的 に しか言及 されていない。第1図 でいえば,第R象 限 の横

軸上 の要素賦存比率 と,第1象 限 の横軸上 の商品相対価格 との関係が 明示 さ

れ ていないのであ る。 これが生 じた理 由は需 要状 態を明示的 に体系に導入 し

て な い とい うこ とに あ う。
(7)

そ こで わ れ われ は需 要 面 を 体 系 内に 明示 的 に導 入 しよ う。 まず 封 鎖経 済 下

で は,各 財 に対 す る国 内需 要 量 は そ の国 内供 給 量 に等 しい。 これ を1人 当 り

に 直 してか け ば,

ao)ツ 」-9,(ブ 盟1,C)

で あ る。 また,消 費 財 で は か った1人 当 り国民 生産 額 また は1人 当 り所 得

は,⑩ を 考 慮 す れ ば,次 式 で与 え られ る。

⑪Pt=・yo+Pyl・=9c+Pgi

わ れ わ れ は 消 費財 で 測 った 国 民所 得 の一 定割 合 い(0〈s<1)が 投 資 財 に支 出

され て い る と仮 定 して い るか ら,

⑫PPti-syl

を得 る。 もち ろ ん,Ye=(1-s)」,が 成 立 して い る こ とは い うまで もな い。

⑪ と ⑫ か ら商 品相 対価 格 を も とめ る と,

⑬P-(s1 -s)(号)

を得 る。gゴ は(1)に よ って決 定 され る。 した が って ⑦ を(4)に 代 入 して,馬

を商 品相 対価 格 に つ い て解 き,さ らにそ れ を ⑨ に代 入 して,各 財 産 業 へ の

労 働 配 分 比 重(ら)を 商 品 相対 価 格 で表 わ し,こ れ らの式 を(1)に 代 入 して 整

理 す れ ば,⑬ は次 の よ うに な る。

a4P3、9α σ需α瑠 σ一榎・

(7)以 下 に 導 入 した需 要 面 の規 定 の仕 方 は,Oniki&Uzawa,OP・cit・ と同 じで あ

る.

在
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こ こで

9≡5(1-'・ ・)+(1--s)(1一 α・){
sα・+(1-・s)αc}∠

⑭ は要 素 賦 存 比 率 と商 品相 対 価 格 との関 係 を一 義 的 に 示 してい る。αc>α・

で あ るか ら,要 素 賦存 比 率 が 増 大 す るに つれ て,商 品 相対 価 格(資 本 集 約 的

な消 費 財 で 測 った 労 働 集 約 的 な投 資 財 の価 格)は 上 昇 す る。 そ して 係 数 ρ

は 生 産 関数 を規 定 す る パ ラ メt-・・タ ー(αDと 需 要 状 態 を 規定 す るパ ラ メー タ

ー(S)に よっ て決定 され る。

第2図 で は,(4)と ⑦ に加 え て,⑭ を 図示 した の が第 】V象限 に え が かれて

い る。 い ま両 国 の需 要 状 態 が全 く等 しい(S。=:Sb)と す れ ば,⑭ はa,b両 国

につ い て全 く共 通 で あ る。 さ らにhb>砺 と しよ う。 第N象 限 の縦 軸 にそ の

よ うな 砺 と 梶 が 目盛 られ てい る。 そ してそ れ ぞ れ の要 素 賦 存 比 率 に 対 応

す る商 品 相対 価 格 は,P。 と1)bと な る。 明 らか にP。<Pbで あ るか ら,労
,き

働豊富な α国は労働集約的な投資財に,資 本豊富な ∂国は資本集約的な消

第2図
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費財に,そ れ ぞれ 比較優位を もつ。 その ときの 要素価格比率 は 第1象 限 の

碗 で与 え られ,第 皿象限で 碗 と 砺 との関係 が示 され る。なお不完全特化

の下で の完全雇用 とい う条件 は,第 皿象限に45。 線を引 き,そ れを媒介 に し

て,ん`を 第 皿象限 の横軸に移せは,ん α〉ん`〉転 であ る ことがわか る。 いず

れ に しろ,要 素賦存比 率 と商 品相対価 格 との間には,第IV象 限で示 され るよ

うにユニー クな関係が存在す る。 したが って各 国の比較優 位 と要素賦存比率

との関係にのみ関心 を集 中す るか ぎ り,第 】V象限だけで充 分であ る。

IV要 素賦存比率 と交易条件

前節に おい て,わ れわれ は要素賦存比率 と比較優位 との関係を考察 した。

では各 国がそれぞれ の比較優位に もとついて貿易を行な った ときに,貿 易均

衡 をもた らす商 品相対価格(交 易条件)は,ど の水準に きまるであろ うか。

この均衡交易条件が両 国の貿易開始前 の商 品相対価格 の間で きまることは明

らかであ るが,そ れが両 国の要素賦存 比率に よって明確 に決定 され ることを

図示 した い と思 う。

貿易を導 入 した場 合には各 国におけ る各財に対す る国内需要量はその国内

供給量 プラス(ま たは マイナス)輸 入量(ま たは輸 出量)に 等 しい。 この条

件 は,貿 易均衡 とい う仮定 の下で は,⑩ のかわ りに,次 のよ うに書 くこと

がで きる。

⑮{;二=1二塩

ここでM・ は正値 の ときは1人 当 り投資財輸入量であ り,負 値 の ときは1人

当 り投資財輸 出量であ る。 なお1人 当 り国民所得 は 貿易均衡 の下では,⑪

お よび ⑫ と同 じであ るが,し か しもちろん 両式 におけ る ッゴは ⑮ で規定 さ

れた ものに なる。 ⑮ を 考慮 しなが ら⑫ を 物 につい て 解 くと,次 の 輸入

(または輸出)関 数が求め られ る。

⑯ 隅・一 警 一(1-・)9'

したが って,⑯ を加 えた 以上 の方程式 か らだけで は,商 品相対価格 を要素
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賦存 比 率 のみ に よっ て解 くこ とは で きな い。

体 系 が解 け るた め に は,両 国 間 に お け る貿 易 均衡 式 を 明示 的 に導 入す れ ば

よい 。 そ れ は次 式 で 与 え られ る。

a7)え αMlα十λbmlb=0

ここで ろ≡Li/(L、 。+Lb),す なわ ち世 界 労働 量 に 占 め るi国 の労 働 量 で あ り,

もち ろ ん0<λi<1で,λ 。+ZbX1で あ る。

⑰ か ら均 衡 交 易 条件 と 要素 賦存 比 率 との関 係 は 次 の よ うに して 求 め られ

る。9」iは(1)に よっ て与 え られ て い るか ら,(4),(7)お よび(9)を 考慮 して,

伽 をheとPに つ い て と き,そ れ を ⑯ に 代 入す る。 そ うす れ ばm"はhe

とPに よっ て表 わ され,そ れ を ⑰ に 代 入 して整 理 す れ ば,次 の式 が 得 られ

る。

⑱P・ ・2c「c-"・砺 ασ一α・
!

こ こ で,砺=λ α柘 十 λ轟

=λ δ(んδ一 んα)十 んα

くの

で ある。 そ して 砺 は世界全体 の要素賦存比率であ ることは容易にわか る。

ここで ⑱ が ㈱ と全 く同 じ関数形 であ ることに注意 しよ う。 したが って,わ

れわれは 第2図 と同 じ 第3図 を得 る。 ここで 第W象 限 の縦軸は 砺 を も測

る。

と ころで,わ れわれは貿易後 にも両 国は両財を生産す る と仮定 してい るか

ら,haとkbと の間には,kb>h。 とすれば,次 の関係式がみた され なければ

な らない。

⑲ha<hb<(1一 αt
α1)(1呈 湯)ha}

(9)

⑲ を みた す よ うな一 組 み のkaとhbと が,第3図 で示 され て い る。kaお よ

(8)な ぜ な ら,λ α砺 十 λbhb

LbKbKa十Kb五α κ砿
=

L。+Lb●EE-+L。+L5'万=L。+L9=hva・

(9)ag)を 図の第 皿象 限に 示 して も よいが,図 の複 雑化を さけ るため,そ れは示 さ

れ ていない.
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びhbが 与 え られ れ ば,P。 とPbも それ に 応 じて決 定 され,さ らに ω。と(Db

も決 定 され る こ とは 既 に み た とお りで あ る。

さて貿 易 が 行 な わ れれ ば,各 国に おい て輸 出財 の価 格 が 輸 入 財 の価 格 に比

べ て相 対 的 に 上 昇 す る。 す なわ ち,a国 に お い ては 商 品 相 対価 格Pは 上 昇

し,わ 国 に お い て はそ れ は 下 落す る。 どの水 準 で 均 衡価 格 が 達成 され るか

は,㈱ に よっ て決 ま る。 つ ま り,両 国の要 素 賦 存 比率 に よっ て決 定 され る。

そ の よ うな 均衡 価 格 を 図示 す るた め に は,世 界 全 体 の要 素 賦 存 比 率 碗 を図

示 す れ ば よい。

そ のた め に,砺 一λゐ(砺一海の+ん 。で あ る こ とに 注 目 しよ う。 そ こで 第 皿象

限 に縦 軸 の 柘 を通 って,そ の 軸 に対 して ろ の勾 配 を もつ 直 線 λを 引 こ う。

直 線 λ と縦 軸 の 砺 を 通 る 水平 線 との 交 点 を オ と しよ う。 そ うす れ ば,

Ak,・ ・R,(kb-h。)で あ る。A点 か ら横軸 に垂 線 を下 ろ し,そ の 足 をBと す れ

ば,Ah・ ・=OBと な る。 さ らにB点 を通 って,横 軸 に 対 して45。 線 を 引 く。
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この45。 線 と,縦 軸 のk。 を通 る水平線 との交 点をCと す る。 また原点0

を通 る45。 線 と,C点 を通 る縦軸 に平行な直線 との交点 をDと しよう。 そ

うす ると,OB-CDで ある。 か くて1)点 か ら水平線 を引 き,そ れ と縦軸 と

の交点が,わ れわれ の求め るkrv・=OB+k。 ・=えb(馬一ゐの+kbで あ る。

世界全体 の総要素賦存比率 碗 が決 まれば,第N象 限に おいて均衡 交易条

件がP*の 水準 で きまる。それに応 じて,第1象 限か ら貿易均衡 の下での均

衡要素価 格比率 ω*が きま り,第 皿象限において,各 財産業 における資本 ・

労働比率が決定 され る。 ここで 付言 してお きた い ことは,も しb国 の労働

量が世界全体 のそれ に 占め る割合いが 大 き くなれば なるほ ど,為 。を通 る λ

線 の勾配は大 き くな り,均 衡交易条件は わ国の 封鎖経 済下の 相対価 格に近

くな る。 もちろん,逆 の場合は逆に なる。 この ことは,均 衡交 易条件が,大

国の国内価 格に よって支配 され,そ れゆえ貿 易の利益は小国に とって多 くな
くユの

る,と い う周 知 の命 題 に ほか な らな い。

IVむ す び

以上,わ れわれは両 国の需 要状 態が全 く同 じ(S。・・,・・Sb)とい う条件 を明示的

に導入 し,要 素賦存 比率 と商品相対価 格 との直接的 な関係を示 した。ヘ クシ

ャー=オ リーン命題 が本来主張 している ことは,要 素賦存比率の相異が比較

優位 の決定因であ り,貿 易の原因であ るとい うことであ る。そ の観点か らす

れ ば,わ れわれ の ¢のまたは 第2図 に おけ る 第IV象 限 がヘ クシ ャ"一=オ リー

ン命題 の忠実な図示 であ るとい うことにな る。第1象 限や第 皿象限が問題 と

され るのは,第N象 限を前提 と した後に,要 素価 格均等化命題を考察す る場

合であ る。

さ らに,貿 易開始後に おいて均衡交 易条件が どの水準 に決定 され るか も,

⑱ または 第3図 の第]V象 限か ら今や 明 らかであ る。 いずれ に しろ,第1図

のみに よる従来 の証 明 よ りも,第2図 や第3図 の説明の方が曖昧 さを残 さな

⑩ なお ㈱ か ら明 らかなことは,世 界全体 として 資本 ・労働比率が増大すれば,

商品相対価格も上昇す るとい うことである,
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い と い え る。

亀




